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(百万円未満切捨て)

１．平成29年３月期第２四半期の業績（平成28年４月１日～平成28年９月30日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年３月期第２四半期 3,133 － 411 － 420 － 471 －

28年３月期第２四半期 － － － － － － － －
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

29年３月期第２四半期 81.44 80.30

28年３月期第２四半期 － －

(注) 平成28年３月期第２四半期は連結業績を開示しておりましたが、平成29年３月期第１四半期より非連結での業績

を開示しております。そのため、平成28年３月期第２四半期の経営成績(累計)及び前年同四半期増減率について

は記載しておりません。
　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

29年３月期第２四半期 8,108 5,095 62.8 876.44

28年３月期 7,634 4,633 60.7 800.68

(参考) 自己資本 29年３月期第２四半期 5,095 百万円 28年３月期 4,633 百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年３月期 － 0.00 － 10.00 10.00

29年３月期 － 0.00

29年３月期(予想) － 10.00 10.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．平成29年３月期の業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,400 3.7 930 15.0 950 11.1 790 62.0 136.43

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

平成28年４月１日付で当社の100％子会社である株式会社日本経営教育研究所との合併に伴い、抱合せ株式消滅

差益219百万円を特別利益として計上することを見込んで当期純利益、１株当たり当期純利益を算出しておりま

す。この特別利益の影響を除けば、１株当たり当期純利益は、通期では98円43銭となります。
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※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 29年３月期２Ｑ 5,814,000株 28年３月期 5,788,000株

② 期末自己株式数 29年３月期２Ｑ 544株 28年３月期 544株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年３月期２Ｑ 5,790,647株 28年３月期２Ｑ 5,702,865株

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。

　

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提と

なる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P２「経営成績に関する説明」をご覧くだ

さい。

・なお、当社は平成28年４月１日付で連結子会社でありました株式会社日本経営教育研究所を吸収合併したことにより、

連結子会社が存在しなくなったため、当事業年度(平成29年３月期)より連結財務諸表非作成会社となりました。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

当社は、平成28年４月１日付で、連結子会社でありました株式会社日本経営教育研究所を吸収合併いたしました。こ

れにより、当社は、当事業年度（平成29年３月期）より、連結財務諸表非作成会社となったため、前年同四半期の損益

数値及びこれに係る対前年同四半期増減率等の比較分析は行っておりません。

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期累計期間における当社を取巻く事業環境は、国内における少子化の長期的な継続、待機児童解消に向け

た自治体による保育園増設に向けての動きは広がりつつあるものの、首都圏を中心とする保育士不足が継続しており、

待機児童解消の目標達成に大きな影響を与えていくものと考えております。一方で、子ども一人当たりに費やす教育費

は依然として増加傾向にあり、幼児体育指導業界の同業者間での差別化がさらに進む傾向にあります。

このような事業環境を背景に、当第２四半期累計期間における売上高は3,133百万円、経常利益は420百万円、四半期

純利益は471百万円となりました。

当第２四半期累計期間の１株当たり四半期純利益は81円44銭、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は80円30銭と

なりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 幼児体育指導関連業務

正課体育指導の実施会場数は、当第２四半期会計期間末は1,047園となりました。

また当第２四半期会計期間末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,064カ所62,599名となりました。

契約園数および会員数は堅調に増加したため、幼児体育指導関連業務に係る売上高は2,949百万円、セグメント利益は

352百万円となりました。

② コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数は、当第２四半期会計期間末は259件となりました。

その結果、コンサルティング関連業務に係る売上高は184百万円、セグメント利益は58百万円となりました。
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（参考）体育指導実施会場数及び会員数の動向

１．幼児体育指導関連事業

　

27年３月期 28年３月期 28年３月期 29年３月期
増減率(％)

　 第２四半期 第２四半期

(27年３月末日) (27年９月末日) (28年３月末日) (28年９月末日) (注)２ (注)３

　
正課体育指導

　　
実施会場数 976 1,000 1,007 1,047 4.7 4.0

　　　
幼稚園 623 627 628 643 2.6 2.4

　　　
保育園 328 354 358 383 8.2 7.0

　　　
その他 (注)１ 25 19 21 21 10.5 0.0

　
課外体育指導

　　
実施会場数 980 1,015 1,026 1,064 4.8 3.7

　　　
幼稚園 678 689 691 703 2.0 1.7

　　　
保育園 227 247 251 272 10.1 8.4

　　　
その他 (注)１ 75 79 84 89 12.7 6.0

　
　 会員数 56,995 59,103 60,806 62,599 5.9 2.9

(注) １. その他は、幼稚園・保育園以外の学校及び専門学校等を含みます。

２. 平成29年３月期第２四半期(28年９月末日)の平成28年３月期第２四半期(27年９月末日)に対する増減率です。

３. 平成29年３月期第２四半期(28年９月末日)の平成28年３月期(28年３月末日)に対する増減率です。

２．コンサルティング関連事業

27年３月期 28年３月期 28年３月期 29年３月期
増減率(％)

第２四半期 第２四半期

(27年３月末日) (27年９月末日) (28年３月末日) (28年９月末日) (注)１ (注)２

コンサルティング契約件数 272 267 267 259 △3.0 △3.0

（内訳）

　幼稚園 127 122 122 119 △2.5 △2.5

　保育園 135 142 142 136 △4.2 △4.2

　その他 10 3 3 4 33.3 33.3

(注) １. 平成29年３月期第２四半期(28年９月末日)の平成28年３月期第２四半期(27年９月末日)に対する増減率です。

２. 平成29年３月期第２四半期(28年９月末日)の平成28年３月期(28年３月末日)に対する増減率です。
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（２）財政状態に関する説明

①資産・負債及び純資産の状況

（資産）

当第２四半期会計期間末における総資産残高は8,108百万円となっており、前事業年度末に対して474百万円の増

加となりました。

流動資産については、前事業年度末に対して969百万円の減少となりました。これは主に、連結子会社でありまし

た株式会社日本経営教育研究所を吸収合併したことにより現預金残高が422百万円増加する一方で、マネー・マーケ

ット・ファンド投資信託約款の変更に伴う償還金により、有価証券が1,403百万円減少したためです。

固定資産については、前事業年度末に対して1,443百万円の増加となりました。これは主に、満期保有目的の有価

証券の購入1,400百万円、投資有価証券の時価評価額の増加55百万円、無形固定資産が14百万円減少したためです。

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債残高は3,013百万円となっており、前事業年度末に対して12百万円の増加と

なりました。

流動負債については、前事業年度末に対して72百万円の減少となりました。これは主に、前受金が91百万円増加

する一方で、未払債務（買掛金、未払金、未払費用の合計）が110百万円、社債が30百万円それぞれ減少したためで

す。

固定負債については、前事業年度末に対して85百万円の増加となりました。これは主に、退職給付引当金が81百

万円増加したためです。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産残高は、5,095百万円となり、前事業年度末に対して、461百万円の増加

となりました。変動の要因は、利益剰余金が四半期純利益の計上により471百万円増加する一方で、配当金の支払い

のため57百万円減少したためです。

②キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、4,591百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、293百万円の収入となりました。

これは営業利益411百万円、減価償却費29百万円、運転資本以外の資産及び負債項目の変動72百万円、税金等の支出

230百万円等に因るものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、1,428百万円の支出となりまし

た。これは主に、満期保有目的の投資有価証券1,400百万円を購入したためであり、従来の資金運用を一部、短期か

ら長期へシフトしたものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは、78百万円の支出となりました。

これは、配当金の支払いによる支出57百万円及び社債の償還による支出30百万円等に因るものです。

　なお、当社は前第２四半期累計期間においてキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、前第２四半

期累計期間との比較については記載しておりません。
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（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社は、平成28年４月28日に公表しました業績予想を、平成28年10月28日に修正しております。詳しくは、同日公

表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。なお、業績予想につきましては、当社が現在入手して

いる情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等はさまざまな要因により大きく異な

る可能性があります。

平成29年３月期の業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

通期 6,400 930 950 790 136 43

（参考）前期実績
（平成28年３月期）

6,171 808 854 487 85 17

なお、上記の業績予想については、当社が当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　 該当事項はありません。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に対して重要な影響はありません。

(追加情報)

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半期

会計期間から適用しております。
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３．四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,368,883 4,791,715

売掛金 163,902 155,389

有価証券 1,403,888 -

商品 308 2,972

貯蔵品 7,065 2,251

繰延税金資産 101,018 92,586

その他 82,638 113,485

貸倒引当金 △949 △1,187

流動資産合計 6,126,754 5,157,213

固定資産

有形固定資産

建物 77,356 74,740

構築物 15 13

工具、器具及び備品 43,692 39,876

土地 236,334 236,334

有形固定資産合計 357,399 350,965

無形固定資産 77,353 63,222

投資その他の資産

投資有価証券 281,468 1,736,899

関係会社株式 3,000 -

繰延税金資産 354,143 362,099

保険積立金 276,495 284,640

投資不動産（純額） 82,100 82,100

その他 75,929 71,655

投資その他の資産合計 1,073,137 2,537,395

固定資産合計 1,507,890 2,951,583

資産合計 7,634,645 8,108,796
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(単位：千円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 115,337 96,568

1年内償還予定の社債 60,000 30,000

未払金 143,956 57,117

未払費用 39,507 34,319

未払法人税等 219,894 215,609

前受金 273,888 365,334

賞与引当金 222,501 216,355

その他 114,789 102,397

流動負債合計 1,189,874 1,117,701

固定負債

社債 300,000 300,000

退職給付引当金 1,259,344 1,341,109

役員退職慰労引当金 251,551 254,816

固定負債合計 1,810,896 1,895,926

負債合計 3,000,770 3,013,627

純資産の部

株主資本

資本金 495,160 499,710

資本剰余金

資本準備金 347,077 351,627

資本剰余金合計 347,077 351,627

利益剰余金

利益準備金 15,666 15,666

その他利益剰余金 3,688,121 4,101,857

利益剰余金合計 3,703,787 4,117,524

自己株式 △241 △241

株主資本合計 4,545,783 4,968,620

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 88,090 126,548

評価・換算差額等合計 88,090 126,548

純資産合計 4,633,874 5,095,168

負債純資産合計 7,634,645 8,108,796
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 3,133,994

売上原価 2,190,333

売上総利益 943,660

販売費及び一般管理費 532,466

営業利益 411,194

営業外収益

受取配当金 8,116

受取手数料 1,906

その他 1,739

営業外収益合計 11,762

営業外費用

支払利息 1,779

その他 736

営業外費用合計 2,515

経常利益 420,441

特別利益

抱合せ株式消滅差益 219,775

特別利益合計 219,775

税引前四半期純利益 640,217

法人税、住民税及び事業税 185,357

法人税等調整額 △16,751

法人税等合計 168,605

四半期純利益 471,611
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 640,217

減価償却費 29,469

貸倒引当金の増減額（△は減少） 225

受取利息及び受取配当金 △8,210

支払利息 1,779

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △219,775

売上債権の増減額（△は増加） 10,510

商品の増減額（△は増加） △571

貯蔵品の増減額（△は増加） 4,813

その他の流動資産の増減額（△は増加） 6,799

仕入債務の増減額（△は減少） △19,814

未払金の増減額（△は減少） △83,910

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,576

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,264

退職給付引当金の増減額（△は減少） 81,765

前受金の増減額（△は減少） 91,445

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,724

その他の流動負債の増減額（△は減少） △450

その他 1,218

小計 518,475

利息及び配当金の受取額 8,210

利息の支払額 △1,779

法人税等の支払額 △230,923

営業活動によるキャッシュ・フロー 293,983

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △21,775

投資有価証券の取得による支出 △1,400,000

無形固定資産の取得による支出 △2,521

その他 △3,765

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,428,062

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の償還による支出 △30,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 9,100

配当金の支払額 △57,500

財務活動によるキャッシュ・フロー △78,400

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,212,479

現金及び現金同等物の期首残高 5,572,771

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 231,424

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,591,715
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

（セグメント情報等）

　 【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 2,949,365 184,628 3,133,994

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － －

計 2,949,365 184,628 3,133,994

セグメント利益 352,903 58,291 411,194

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。
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